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研究成果の概要（和文）： 
 研究成果として、特に、法学の文脈において「障害学」の知見を発展させることで、障

害者権利条約と障害差別禁止法とにおける障害の概念に関して一定の新しい知見が得られ

た。このことは、「障害学」の理論的発展に資するものであるが、従来の国際人権法学には

見られない新しい学際的方法論を発展させたものとも考えられる。今後の課題は、障害関

連の判例と学説の検討を踏まえ、差別概念を検討することである。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The research results are that some new insights are gained regarding the concept of 
disability of UN CRPD and non-discrimination law by developing the insights of 
disability studies in the context of law. I developed not only the theory of disability 
studies but also a new inter-disciplinary approach to international human rights law. 
The future task is to consider the concept of discrimination and examine cases and 
theories related to disability. 
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１．研究開始当初の背景 
 
従来の国際人権法学における国内外の研

究において、障害差別（障害を理由とする差
別）の問題が理論的かつ実証的に検討される
ことはほとんどなかった。人種差別や女性差
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別についての諸研究と比較すれば明らかで
あるように、国内外の主要な国際人権法関係
の研究誌において、障害者の人権問題を扱っ
ているものはきわめて少数である。2006 年
12 月 13 日に国連総会で採択され、2008 年 5
月 3 日に発効した障害者権利条約の実体内容
にかんする分析も十分に行われてないのが、
今日の学問的現状である。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、「障害学」（Disability Studies）の

視点を踏まえて、障害者権利条約等を手がか
りとしながら、国内外の学説と判例を深く研
究することにより、障害差別禁止に関する国
際人権法の機能と限界を明らかにすること
を目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
本研究を効果的に進めるためのカギとな

るアイディアは、国際人権法の考察の中に
「障害学」の知見を積極的に採り入れること
である。このような特徴をもつ本研究は、国
際人権法学の各論研究としての意義のみな
らず、さらに「国際障害法学」という新たな
研究領域の構築に向けた研究としての意義
をも有する。 

 
このような意義をもつ本研究のアプロー

チは、国際人権法学と「障害学」との学際性
に大きな特徴がある。この学際的研究を遂行
するに当たり、研究代表者が所属している、
東京大学大学院経済学研究科「学術創成研究
費：総合社会科学としての社会・経済におけ
る障害の研究」（研究代表者：松井彰彦、課
題番号：19GS0101）のプロジェクトを活用し
た。 

 
このプロジェクトの下では、「障害学」や

経済学などの研究者（東京大学以外の研究者
を含む）や実務家が集まった月例研究会と、
東京大学の研究者から成る研究会とが定期
的に開催されている。とりわけ月例研究会に
は、経済学と「障害学」の研究者以外にも、
法学者や実務家も多く参加している。 

 
研究代表者は、上記研究会において既に報

告をしているが、きわめて重要な批判やコメ
ントを得ることができた。上記研究会を積極
的に活用することにより、国際法人権学と
「障害学」との学際研究を進めた。 
 
 
４．研究成果 
 
平成 21 年度は、たとえば次のような研究

を実施した。まず、「障害者と国際人権法――
「ディスアビリティ法学」の構築」と題する
論文を執筆し、「障害学」の知見を国際人権
法学に導入した（さらに、「ディスアビリテ
ィ法学」という新しい学問領域の構築可能性
を検討した）。 

 
また、松井亮輔との共編著『概説 障害者

の権利条約』において、「障害者権利条約の
基礎」と題する論文を執筆し、「障害学」の
視点を踏まえて障害者権利条約の理論的基
礎を明らかにした。 

 
 さらに、ロヨラ・ロースクールで開催され
た日米の障害差別禁止法に関するワークシ
ョップでは、‘The Disability Convention and 
Japanese Law Reforms: Some Issues on 
Non-discrimination’と題する報告を行った。こ
の報告では、「障害学」の知見も踏まえつつ、
障害者権利条約における差別禁止規定に照
らし、日本の法制度上の課題を検討した。 
 
 以上のような研究成果は、「障害学」の理
論的発展にも資するものであるが、その理論
的発展から得られた知見を国際人権法の（特
に障害者権利条約）の文脈に代入することで、
従来の国際人権法学には見られない新しい
学際的方法を発展させたものと考えること
もできる。このことは、もちろん本研究の目
的に資する学問的成果である。 

 
平成 22 年度は、たとえば次のような研究

を実施した。まず、「障害者権利条約と「既
存の人権」」と題する論文を執筆し、「障害学」
の視点を踏まえて国際人権論を検討した。 

 
また、松井彰彦及び長瀬修との共編著『障

害を問い直す』において、「差別禁止法にお
ける障害の定義―なぜ社会モデルに基づく
べきか」と題する論文を執筆し、「障害学」
の基本的視点である「障害の社会モデル」の
概念を法的文脈において分析した（平成 23
年 6 月刊行予定）。 

 
 さらに、アイルランド（ゴールウェイ）で
開催された障害者法のコロキアムでは、
‘Coexistence of the Minority and Universal 
Models of Disability: Is It Possible in CRPD?’と
題する報告を行った。この報告では、障害者
権利条約の文脈において、「障害学」の知見
を踏まえ、障害概念の理論的枠組みを検討し
た。 
 
 以上のような研究成果は、法学の文脈にお
いて「障害学」の知見を発展させたものだと
言える。これにより、障害者権利条約と障害
差別禁止法における障害の概念に関して一



 

 

定の新しい知見が得られた。このことは、「障
害学」の理論的発展に資するものであるが、
その理論的発展から得られた知見を国際人
権法（特に障害者権利条約）の文脈に代入す
ることで、従来の国際人権法学には見られな
い新しい学際的方法論を発展させたものと
も考えられる。このことは、もちろん本研究
の目的に資する学問的成果である。 
 
 この 2 年間の研究期間では、障害差別のう
ち障害概念の研究が中心であった。今後の課
題は、国内外の判例と学説の検討を踏まえ、
差別概念を検討することである。 
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